
基本目標４　安心して子育てできる生活環境の整備・制度の促進支援

（１）子育てを支援する生活環境の整備
　　　子育て世帯が安全で安心な暮らしができるよう、住環境の整備をはじめとするハード面と、情報提供などのソフト面での支援を推進します。

　ア　住環境の支援

事業内容 実施状況 実施区分 担当課

1
安心して子育てできる市
営住宅の整備促進

安心して子育てができるよう、市営住宅の居住性の向上と安全性を
図ることを目的としています。平成２３年３月に策定した「公営住
宅等長寿命化計画」に基づき、既存ストック住宅の長寿命化を図り
ながら住環境の整備を行います。

安心して子育てができるよう、市営住宅の居住性の向上と安全性を図り、住環境の整備を行った。
・R2年度工事　４件
（屋上防水・ガス管・排水管改修工事）

継続 営繕課

2 勤労者住宅資金貸付
勤労者の福祉の向上を目的としています。市外からの転入者を増や
すため転入者には、より優遇された利子補助を行います。

・新規貸付件数　０件
・利子補助件数　８件

継続 商工業振興課

3
「総合戦略」三世代ふれ
あい家族住宅取得等応援
事業(H27年度～）

親世帯と子世帯がお互い支えあいながら生活するために、市内で同
居または近居するための住宅を新築・購入や増改築した場合にその
費用の一部を補助します。

親世帯と子世帯が、お互い支援しあうために、市内で同居または近居（概ね１ｋｍ以内。ただし、転
入を伴う新築・購入については、距離を問わない。）し、住宅を新築・購入や増改築（同居で５００
万円以上）した場合に、その費用の一部を補助した。
【補助金額】　１戸あたり最大２５万円を上限として、熊谷市商品券で補助した。
※補助対象費用の１％を補助し、市内事業者の場合の上限２５万円、市外事業者の場合の上限２０万
円。
・補助実績:１９５件

継続 長寿いきがい課

　イ　安全・安心のまちづくりの推進

事業内容 実施状況 実施区分 担当課

1
児童生徒の安全確保のた
めの情報提供

子どもの安全確保のため、必要な情報をより早く、正確に提供でき
ることが必要です。引き続き各学校では「学校すぐメール」を保護
者との迅速な連絡のために活用していきます。

熊谷地区学校警察等連絡協議会を年1回実施し、県内及び市内の少年犯罪等の情報交換を行った。ま
た、「すぐメール」を活用し、不審者情報等各学校の管理職へ素早く的確に情報提供を行った。

継続 学校教育課

2 公園の整備促進
老朽化した公園施設の更新やバリアフリー化を実施し、誰もが安全
で安心して利用できる公園を整備促進します。

熊谷運動公園テニスコート付近トイレの改修し、バリアフリー化を実施した。また、子ども広場の複
合遊具の更新を実施した。専門業者による遊具の安全点検を実施した。その結果をもとに今後必要に
応じて修繕・撤去を計画的に行っていく。

拡充 公園緑地課

（２）子どもの安全の確保
　　　子どもを事故や犯罪から守るため、通学路の整備や交通安全教育などによる交通事故防止、防犯パトロールなどによる犯罪の未然防止の取組を進めます。

　ア　交通安全を確保するための活動の推進

事業内容 実施状況 実施区分 担当課

通学路安全対策事業として、全ての小学校を対象に、半径１キロ
メートル範囲の通学路の交通安全対策を令和３年度までに実施しま
す。

市内の各小学校（２９校）から、半径約５００メートルの範囲の通学路に対して、グリーンベルト等
の設置が完了していることから、さらに範囲を１,０００メートルに拡張して、通学路の安全性確保
のための整備を実施した。
・市内小学校　６校

継続 維持課

学校を通じて通学路の安全対策上の問題箇所を取りまとめ、関係機
関等へ対策を依頼し、改善につなげます。

全小・中学校において通学路の調査をし、警察署や道路管理者等へ対策を依頼・調整し、改善につな
げた。
・２２件改善

継続 教育総務課

2
交通ルールとマ
ナーの理解促進

学校等で交通安全教室を実施します。具体的には、幼稚園・保育所
（園）・小学校低学年では安全な歩行と道路の渡り方、小学校高学
年・中学校では、自転車の安全利用などです。また、学校等への交
通安全チラシ等を配布します。

交通安全教室実施回数
・幼稚園・保育園・保育所　１７回
・小学校　３４回
・中学校　１回

継続 安心安全課

3 交通安全教育の充実
幼児・児童・生徒に対し、正しい交通ルールと交通マナーが身に付
けられるよう交通安全教室や安全学習等を行い、交通事故防止を
図っています。

自他の生命を尊重し、ルールを守って安全に生活する児童生徒の育成のため、児童生徒に対して「も
しかして・とまる・みる・まつ・たしかめる」の徹底を図るよう指導し、交通事故防止を図ることが
できた。また、自転車マナーアップ推進校の大里中では、スケアード・ストレイト教育技法による自
転車交通安全教育を実施した。
・交通安全子供自転車埼玉県大会中止（秦小が出場予定だった）

継続 学校教育課

4
チャイルドシートの普及
啓発

市報等による広報や、街頭啓発活動などを実施します。
８月市報及びメルくまによる広報を実施した。
・街頭啓発 １回

継続 安心安全課

5
小学生の登校時の立哨
(りっしょう)活動

交通指導員による立哨(りっしょう)活動を実施します。
・交通指導員　２６名
・合計立哨回数  ４,５８８回
・１人あたり平均回数  １５８.２回

継続 安心安全課

事業名

事業名

事業名

1 通学路の安全対策の推進

基本目標４ －16 －



　イ　子どもを犯罪の被害から守るための活動の促進

事業内容 実施状況 実施区分 担当課

1
「子ども１１０番の家」
の設置の推進

犯罪から子どもを守るため、緊急の避難場所として｢子ども１１０
番の家」の設置をしています。管理運営している小中学校ＰＴＡと
協力し、協力世帯の拡大及び子どもたちへの設置場所の周知徹底に
努めます。

市内の小中学校のPTAと連携し、地域の住民、事業所及び施設の協力を得て、約２,０００件の「子ど
も１１０番の家」を設置し、子どもたちの緊急時の避難場所を設けた。

継続 こども課

2
児童生徒の安全確保のた
めの情報提供

子どもの安全確保のため、必要な情報をより早く、正確に提供でき
ることが必要です。引き続き各学校では防犯メールを保護者との迅
速な連絡のために活用していきます。

児童生徒の安全確保のために、不審者情報をはじめとした防犯情報を、「すぐメール」と「学校すぐ
メール」の活用により、保護者に必要な情報を迅速且つ正確に提供できた。また、インターネットに
よるトラブルに巻き込まれないために、「ネットトラブル注意報」等の情報提供も行った。

継続 学校教育課

3
保育所入所児童の安全確
保のための情報提供

関係機関と連携を強化し、各種媒体を活用した迅速な情報伝達を図
ります。

引き続き保育施設の職員、より多くの保護者に保育所災害時緊急連絡システム(ほいくメール)を登録
いただき、不審者情報、熱中症情報等を配信した。

継続 保育課

4
住民によるパトロール活
動の促進

パトロール活動の促進に向けて、自主防犯組織に対し防犯パトロー
ル用品を貸与します。

・配布団体数（７３団体）
　　防犯ベスト  ５４３
　　腕章  　　　２３０
　　合図灯  　　３６０
　　ステッカー　２３９
　　帽子  　　　７３４

継続 安心安全課

5 普及・啓発の促進

防犯に対する市民への普及・啓発に係る事業を行っています。児
童・生徒の下校時にあわせて青パト巡回を実施します。また、市報
に防犯啓発情報を掲載します。さらに、防犯教室等の講座を実施し
ます。

青色防犯パトロール７４２回
市報　９回掲載（防犯交通安全情報）
１１月に防犯チラシを市報同時配布
・市政宅配講座２回

継続 安心安全課

（３）経済的負担の軽減
　　　パパ・ママ応援ショップ事業をはじめ、各種助成や手当、減免、貸付事業を実施し、子育てにおける経済的負担の軽減を目指します。

　ア　経済的負担の軽減

事業内容 実施状況 実施区分 担当課

1
パパ・ママ応援
ショップ事業

子育て家庭を応援するため、お店で割引などのサービスが受けられ
る事業です。ホームページや市報等に掲載し、パパ・ママ応援
ショップ協賛店の拡充に努めていきます。

子育て家庭を応援するため、お店で割引などのサービスが受けられる事業。ホームページや市報等に
掲載し、パパ・ママ応援ショップ協賛店の拡充に努めた。
・配布窓口　２８箇所
・配布枚数　約６００枚
・協賛店舗数　１９,５００店

継続 こども課

2 こども医療費助成 再掲(Ｐ１０参照） こども課

3 児童手当制度の充実
次代の社会を担う子どもたちの育ちを社会全体で支援することを目
的としています。

中学校修了前の児童を養育している方を対象に、児童手当等の支給を実施する。
(児童一人あたりの支給額)
３歳未満　月額１５,０００円
３歳以上小学校終了前（第１子、第２子）　月額１０,０００円
３歳以上小学校修了前（第３子以降） 月額１５,０００円
中学生　月額１０,０００円
特例給付（所得制限限度額以上） 月額５,０００円
・受給者数　１２,１５８人（令和２年度末現在）
　うち特例給付　９７７人

継続 こども課

4 保育所等保育料の軽減

幼児教育・保育の無償化で３歳以上児及び２歳児以下の住民税非課
税世帯の子どもの保育料が無料となります。また、その他の３歳未
満児について、国・県の減免基準に則り、または他の減免基準等を
設け、保護者の経済的負担の軽減に努めていきます。

埼玉県多子世帯保育料軽減事業（県１/２、市１/２）
対象：保育所等に入所する３号認定子どもであり、かつ第３子以降に該当する子ども（国基準の軽減
に該当しない者）
・対象施設　５０施設
・対象児童数　１７９人
・総軽減額　４６,１８４,２５０円

継続 保育課

事業名

事業名

基本目標４ －17 －



事業内容 実施状況 実施区分 担当課

5 学童保育料の減免
学童保育料の負担が困難な家庭に対し、一定の基準により減免制度
を実施していきます。

生活保護世帯、中国在留邦人等の支援給付受給世帯、市町村民税の非課税世帯、東日本大震災の避難
世帯は保育料を全額免除した。市町村民税の均等割りのみ課税世帯は2分の1免除を行った。
生活保護世帯　７人
・市町村民税非課税世帯　１３４人
・市町村民税均等割世帯　１８人

継続 保育課

6 児童生徒就学援助事業
経済的理由によって就学困難と認められる児童生徒の保護者に対し
て必要な援助を行うことにより、義務教育の円滑な実施を図ってい
ます。

義務教育の円滑な実施を図るため、経済的理由により、就学が困難と認められる児童生徒の保護者に
対して、学用品費等を補助し就学援助を図った。
・小学校　１,１９２人　 ３３,７６８,３０７円
・中学校　　 ８７２人　 ３９,８６３,０８０円

継続 教育総務課

7 育英資金貸付事業
経済的な理由により高等学校以上の学校への進学困難な方に対し学
資を貸与して、その才能育成を目的としています。

大学生等１２名に対し新規貸付を行った。
・貸付額　１１,０７０,０００円

継続 教育総務課

8 入学準備金貸付事業
高等学校等に入学する方のため、その入学金の調達が困難な保護者
に入学準備金を貸し付けることにより、経済的負担の軽減を図り、
教育の振興に資することを目的としています。

高校生２名、大学生等５名、計７名に対し貸与を行った。
・貸付額　３,０００,０００円

継続 教育総務課

9 不妊治療費助成事業 不妊治療費助成事業の推進を図ります。

次世代育成支援、少子化対策として、不妊治療を受けている夫婦の経済的負担の軽減を図るため、不
妊治療費の額を、１年度当たり１０万円を限度に通算5年を助成しています。埼玉県等が助成対象者
の年齢制限を規定する中で、本市は年齢制限を設けることなく事業を推進した。
助成件数　１１７件

継続 健康づくり課

10
早期不妊検査費助成事業
(H29年度～）

少子化対策の出産支援として、夫婦が共に受けた不妊検査に係る費
用の一部を助成します。

少子化対策の出産支援として、子どもを望む夫婦に対し不妊検査に係る費用を助成した。
対象者：法律上の婚姻をしている夫婦であって、双方又は一方が本市の住民票に記載されているこ
と。検査開始時の妻の年齢が４３歳未満である夫婦。本市の市税の滞納がないこと。
助成対象：指定医療機関で夫婦が共に受けた不妊検査で、検査期間が１年以内。
助成額・回数：夫婦１組につき１回限り、３万円（１,０００円未満端数切捨て）を限度に助成し
た。
（Ｈ２９.７.１から施行、Ｈ２９.４.１から適用）
・助成件数　５８件

継続 健康づくり課

11
不育症治療費等助成事業
(H30年度～）

子どもを望む夫婦に対して、不育症検査及び不育症治療に係る費用
の一部を助成します。

子供を望む夫婦に対して、不育症検査及び治療に係る費用の一部を助成した。
不育症検査：法律上の婚姻をしている夫婦であって、双方又は一方が本市の住民票に記載されている
こと。指定医療機関又は助成対象医療機関で夫婦が共に受けた検査又は妻のみが受けた不育症検査
で、検査の期間が１年以内。検査開始時の妻の年齢が４３歳未満である夫婦。夫婦１組につき１回限
り、３万円（１,０００円未満端数切捨て）を限度に助成した。（Ｈ３０.４.１から適用）
・助成件数　２件

不育症治療：法律上の婚姻をしている夫婦であって、双方又は一方が本市の住民票に記載されている
こと。前年度における夫婦の所得の合計が７３０万円未満であること。医療保険の対象外の不育症治
療費。１年度あたり３０万円を限度に通算５年度を助成しする。（Ｈ３０.４.１から適用）
・助成件数　０件

継続 健康づくり課

12
子育て応援自転車おでか
け事業

親子での外出を容易にし、育児の負担軽減を図るとともに、子育て
家庭の経済的負担を軽減するため、幼児２人同乗用自転車及び２席
の幼児用座席又は幼児用座席の購入者に購入費の半額（上限３万
円）を補助します。

親子での外出を容易にし、育児の負担軽減を図るとともに、子育て家庭の経済的負担を軽減するた
め、幼児２人同乗用自転車の購入者に購入費の半額（上限３万円）の補助を行った。
平成３０年４月から、後から椅子だけ買った場合でも、その購入費の半額が助成の対象となった。
支給件数　３８件
支給金額　１,０３１,９００円
（うち椅子だけ　３件　１９,５００円）

継続 こども課

13 未熟児養育医療給付事業 再掲(Ｐ９参照）
母子健康
センター

14 妊婦健康診査事業 再掲(Ｐ８参照）
母子健康
センター

事業名

基本目標４ －18 －



事業内容 実施状況 実施区分 担当課

15
国民健康保険出産育児一
時金の支給（H26年度以
前～）

国民健康保険被保険者の方が妊娠８５日以上で出産をしたとき、出
産育児一時金が支給されます。ただし、ほかの健康保険から支給さ
れる場合は除きます。

国民健康保険被保険者が出産をしたときに出産育児一時金を支給した。
妊娠８５日以上であれば、死産や流産でも支給される。
ほかの健康保険に１年以上加入し、資格喪失後６か月以内の出産は、前に加入していた健康保険から
支給される場合がある。（その場合、国民健康保険からの支給はない。）
出産育児一時金は出産費用に直接充てることができるよう、原則として熊谷市から医療機関に直接支
払われる。（直接支払制度）
○支給額　４０万４千円または４２万円
○申請に必要なもの
　・本人確認書類
　・国民健康保険被保険者証
　・印鑑（朱肉を使用するもの）
　・口座番号が確認できるもの
　・出産費明細書、領収書
　・直接支払制度に関する合意文書
　・死産、流産の場合は医師の証明書
○支給実績　９１件

継続 保険年金課

16
国民年金保険料産前産後
期間の免除（H31年4月
～）

国民年金第１号被保険者の方が出産するとき、産前産後期間の国民
年金保険料が届出により免除されます。

国民年金第１号被保険者が出産をしたときに届出により出産前後の一定期間の保険料の納付を免除し
た。
妊娠８５日以上であれば、死産や流産でも免除される。
産前産後期間として認められた期間は保険料を納付したものとして老齢基礎年金の受給額に反映され
る。
○免除期間
　単胎妊娠…出産予定日または出産日が属する月の
　　　　　　前月から４か月間
　多胎妊娠…出産予定日または出産日が属する月の
　　　　　　３か月前から６か月間
○対象者
　国民年金第１号被保険者で出産日が
　平成３１年２月１日以降の人
○届出に必要なもの
　・年金手帳またはマイナンバーがわかるもの
　・本人確認書類（運転免許証等）
　・印鑑（朱肉を使用するもの）→年度途中で廃止（現在は不要）
　・母子健康手帳
○免除実績　７８件

継続 保険年金課

17
熊谷市定住人口増加のた
めの固定資産税等課税免
除制度（H27年度～）

定住促進の施策として、転入から３年以内に住宅を新築又は購入
し、かつ所有者又はその配偶者が４０歳未満の要件で、家屋にかか
る固定資産税・都市計画税を３年から最高で７年間、条例により課
税を免除します。

令和２年度実績
免除件数…２３９件
免除額（固定資産税）…１６,３６８,７１９円
　　　（都市計画税）…３,９８９,３２０円
　　　（合計）…２０,３５８,０３９円
転入者数…７２２人

継続 資産税課

18
「総合戦略」おいでよ熊
谷！新幹線らく賃通勤事
業(H28年度～）

熊谷市に転入した４０歳未満の方で住宅を新築又は購入し、新幹線
通勤する方の、新幹線定期券購入費の一部を補助します。

本市の定住人口の増加を図るとともに、将来にわたって活力ある地域社会を実現することを目的とし
て、平成３０年４月１日から令和３年３月３１日までの間に本市へ転入した４０歳未満の方で、新幹
線定期を購入し、かつ上越・北陸新幹線熊谷駅を利用して通勤している、又は通勤する予定である方
に、新幹線定期券購入代金の一部を２年間助成する（上限２万円／月）事業を行った。
利用人数・・・１９名（令和２年度末現在）

継続 企画課

事業名

基本目標４ －19 －



（４）職業生活と家庭生活との両立支援
　　　働く意欲を持つ人の労働市場への参加と、結婚・出産・子育てにおける家庭生活の実現は、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を確保する必要があります。
　　事業者に対し柔軟な就労環境の整備を呼びかけるとともに、就労支援とニーズに応じた保育の基盤整備を目指します。

　ア　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現のための意識や働き方の見直し

事業内容 実施状況 実施区分 担当課

1 男女共同参画の啓発推進
性別による固定的な役割分担意識を是正するため、様々な広報・啓
発活動を行います。引き続き、各種媒体を通じた啓発やセミナー等
を開催し、意識啓発を図ります。

広報紙ひまわりの発行（年２回 市内全戸配布）、セミナー[パートタイム労働セミナーほか]、男女
共同参画講座配信事業（通年）による講座を開催し、意識啓発を図った。
フォーラム等参加者数７１９人

継続
男女共同
参画室

2 男性セミナーの開催
男女がともに家事や子育て等を担えるよう、男性を対象とした様々
な学習機会を提供します。

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 継続
男女共同
参画室

育児・介護休業制度についてポスター、冊子等で周知を図ります。 労働ガイドブックを作成し、育児・介護休業制度について周知を図った。 継続 商工業振興課

育児・介護休業制度について理解を深め、男性を含めた育児・介護
休業取得促進に向けて、情報紙「ひまわり」等で普及・啓発を図り
ます。

年２回、９月と３月に情報紙「ひまわり」を発行。市内企業等（従業員３３人以上「第３０号」、４
０人以上「第３１号」）に配布し、啓発を図った。発行部数：７１,５００部
パネル展①男女共同参画パネル②ドメスティック・バイオレンス③考えよう！わたしたちの働き方・
暮らし方を開催し、ワークライフバランス及び、男性を含めた育児・介護休業取得促進に向けて啓発
を行った。アンケート回答者１０４人

継続
男女共同
参画室

4
子育て支援優良企業認定
制度事業

子育てしやすい職場環境づくりに積極的に取り組む企業に対し、
「子育て支援優良企業」として認定し、取組の普及促進や子育てし
やすい社会環境づくりの意識向上を図っていきます。

第８回熊谷市子育て優良企業として、３事業所を認定した。また、市報や市ホームページに認定企業
の概要や子育て支援の取組の内容を掲載し、広く市民や企業に情報を提供した。

継続 こども課

5 再就職・再雇用の支援
情報紙の掲示及び配布により、求職者を支援しています。求人情報
を本庁舎１階ロビーに掲示及び配布します。

求人情報を本庁舎1階ロビーに掲示した。 継続 商工業振興課

6 雇用対策協議会
雇用問題等について適切な解決を図り、経済興隆に寄与することを
目的としています。引き続き外部団体である雇用対策協議会に参画
します。

熊谷地区雇用対策協議会に参画し、雇用問題等について適切な解決を図った。 継続 商工業振興課

7 就職支援セミナーの開催
就職や起業等を希望する女性に対して、様々な情報提供を行うとと
もに、能力開発のためのセミナーを開催します。

埼玉県女性キャリアセンターとの共催により、在宅ワーカー育成セミナーを開催した。
・開催数　１回
・受講者（延べ）２０人

継続
男女共同
参画室

8 労働条件改善の促進
労働問題に関する知識の向上を図るため、労働セミナーを開催して
います。また、メンタルヘルス対策、労働基準法等の周知・普及を
図っています。

労働問題に関する知識の向上を図るため、労働セミナーを開催した。
・開催日数　３日
・参加者数　４３人

継続 商工業振興課

　イ　仕事と子育ての両立のための基盤整備

事業内容 実施状況 実施区分 担当課

1 認定こども園の設置促進 再掲(Ｐ４参照） 保育課

2 保育所施設の整備・充実 再掲(Ｐ４参照） 保育課

3 地域型保育事業の実施 再掲(Ｐ４参照） 保育課

4 延長保育事業 再掲(Ｐ４参照） 保育課

5 休日保育事業 再掲(Ｐ４参照） 保育課

6 障害児保育事業 再掲(Ｐ４参照） 保育課

7
駅前保育ステーション事
業

再掲(Ｐ４参照） 保育課

8 放課後児童健全育成事業 再掲(Ｐ１参照） 保育課

9
一時預かり事業（幼稚
園）

再掲(Ｐ１参照） 保育課

10 病児保育事業 再掲(Ｐ１参照） 保育課

11 病児等緊急サポート事業 再掲(Ｐ１参照） こども課

3
育児・介護休業制度の普
及・定着の促進

事業名

事業名

基本目標４ －20 －



（５）子どもの権利擁護の推進
　　　平成１８年５月５日に制定した「熊谷市子ども憲章」を指針とした子どもの人権尊重について、普及・啓発に努め、子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重される環境づくりを目指します。

　ア　子ども憲章の普及・啓発

事業内容 実施状況 実施区分 担当課

1 子ども憲章の普及・啓発
未来を担う子どもたちの人権を尊重し、全ての子どもたちが健やか
に成長するよう「熊谷市子ども憲章」の普及・啓発に努めます。

「熊谷市子ども憲章」の普及・啓発に努めた。 継続 こども課

　イ　人権教育・人権保育の充実

事業内容 実施状況 実施区分 担当課

1 人権教育の充実
人権教育の推進を図るため、各種研修等を実施し、指導者を養成し
ています。今後とも、人権教育の充実を目指していきます。

公民館人権教育研修、市職員人権問題研修、学校（職員・生徒・保護者）人権教育研修、企業人権教
育研修等の各種研修を実施し、大人が子どもの手本となるよう啓発を図った。（ハートフルセミナー
は中止のため実績なし）
・実施延べ回数　３５回
・延べ人数　２,８５２人

継続 社会教育課

2 人権保育の推進

乳幼児期は生涯にわたる人間形成の基礎を培う上で極めて重要な時
期にあります。全ての子どもが将来にわたって思いやりと協調性に
富み、いじめや差別を生まない、お互いの人権を尊重しあう人間と
しての資質を養うことを目的とした事業を推進していきます。

熊谷市人権保育基本方針に基づき、「人権を大切にする心を育てる保育」を推進し、乳幼児の健全育
成を図った。具体的には、思いやりを育てる保育の推進、啓発リーフレットの配布、各種人権研修へ
の参加や施設整備を行った。

継続 保育課

3
子どもの人権についての
意識啓発

教職員の研修の充実を図るとともに、各学校で作成した「いじめ撲
滅宣言」や一人一人の行動宣言を基に子どもの人権について意識啓
発に努めます。

新型コロナウイルス感染を理由としたいじめが発生しないように、県知事や県教育長からのメッセー
ジや通知等を活用し、未然防止を図った。教職員の研修の充実を図るとともに教員の同和教育に関す
る意識調査を行った。各学校において、「いじめ撲滅宣言」や「スマホ使い方宣言」を宣言し、意識
啓発を図った。誰も傷つけることなく、スマホを賢く上手に使うことを宣言した。

継続 学校教育課

　ウ　相談体制の充実

事業内容 実施状況 実施区分 担当課

1 教育相談
教育相談体制の充実を図ります。また、ニーズに応じた支援が可能
な相談機能を有する施設・設備の充実を図ります。

教育相談窓口やさくら教室相談員が受けた相談に対して、きめ細やかな支援や方向性の検討、対応を
迅速に行うことができた。また、月に１回、大里･江南・妻沼の３つの分庁舎に相談員が出向く「出
張教育相談」を行い、相談できる場を提供し、不登校未然防止に努めた。
・教育相談窓口の相談件数
 電話相談件数 ５７件
 来所相談件数 ４５件
 訪問相談件数　 ５件
 出張相談件数　 ５件

継続 教育研究所

2
不登校児童、生徒カウン
セリング

不登校の予防や対策の取組を通じて、不登校児童、生徒数の減少を
目指しています。教職員の資質向上と組織的・機能的な教育相談の
充実を図ります。また、ほほえみ相談員及びスクールカウンセラー
等の有効活用を図ります。さらに、登校支援推進事業の充実を図り
ます。

「新たな不登校を出さない」を今年度も目標とし、学校全体が組織で対応し、不登校の未然防止と解
消に取り組んだ。登校支援対策指導個票・小中連携個票、幼保小連携個票の活用や、相談員等の支援
により市内全小学校において「小１プロブレム」の解消のための小１教室訪問、「月３日の欠席」を
キーワードにした早期発見・対応を行った。
また、ほほえみ相談員を全中学校に配置するとともに、スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）活用
事業の推進に努め、小・中学校３０校にＳＳＷを３名派遣した。
・ほほえみ相談員
　相談者数　１０,４０５人
・スクールソーシャルワーカー
　相談件数　２０２件

継続 教育研究所

3 学校適応指導教室

市立小・中学校における不登校児童、生徒等に対し、自立と学校生
活への適応に関わる指導等を行う熊谷市学校適応指導教室「さくら
教室」を設置しています。学校復帰に向けた個々の支援計画及び学
校との連携を図ります。また、体験活動を含む行事の充実を図ると
ともに、教室環境の充実を図ります。

適応指導教室「さくら教室」において、不登校傾向や長期欠席となっている児童生徒に対し、教育相
談、生徒指導、学習指導を行うことにより、児童生徒の自立と学校生活への適応等、学校復帰を目指
し、さくら教室に通級する児童生徒が在籍する学校と積極的に連携を図りながら、本人及び保護者へ
の支援を行った。全ての相談に対して、関係小中学校と情報共有を行った。

継続 教育研究所

4
いじめ・不登校防止のた
めのネットワークの充実

いじめ・暴力行為の未然防止と不登校児童、生徒の減少を目指し、
熊谷市生徒指導連絡協議会を設置しています。特にいじめに関して
は、「熊谷市いじめ問題対策連絡協議会」、「熊谷市いじめ問題専
門委員会」、「熊谷市いじめ問題調査委員会」との連携により、い
じめ問題の未然防止・早期解決に努めます。引き続き、生徒指導マ
ニュアル、いじめ防止対策マニュアルを活用し、組織的・機動的な
生徒指導を実施します。

いじめ・暴力行為の未然防止と不登校児童生徒の減少を目指し、熊谷市生徒指導連絡協議会を設置し
た。特にいじめに関しては、「熊谷市いじめ問題対策連絡協議会」、「熊谷市いじめ問題専門委員
会」、「熊谷市いじめ問題調査委員会」との連携により、いじめ問題の未然防止・早期解決に努める
ことができた。生徒指導マニュアル、いじめ防止対策マニュアルを活用し、組織的・機動的な生徒指
導を実施した。

継続 学校教育課

事業名

事業名

事業名

基本目標４ －21 －


